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「ヒューマンキャピタル 2018」と「ラーニングイノベーション
2018」は、それぞれ「経営と人事と現場が一体となって会社を変え
る働き方改革、第二章」、「社員一人ひとりのパフォーマンスを最大化
する＜人づくり＞新時代」をテーマに、7月4日（水）から6日（金）
の3日間、東京国際フォーラムにて開催いたしました。

ヒューマンキャピタルは、2015年より日本イーラーニングコンソシ
アム（eLC）とマイクロラーニングコンソシアム（mLC）によるラー
ニングテクノロジー展と同時開催となり、2016年には日本経済新聞
社と共催をスタートしました。昨年は、働き方改革の一翼を担うイベ
ントとして日経Smart Workと連動、HRテックやワークスタイル変革、
健康経営など新しい展示ゾーンと専門セッションを新設して来場者の
みなさまに好評をいただいてまいりました。
そして今年の「ヒューマンキャピタル／ラーニングイノベーション
2018」には、出展社、業界関係者のみなさまの多大なるご支援のもと、
180社・322小間と昨年を上回るご出展をいただきました。

ここに「ヒューマンキャピタル／ラーニングイノベーション2018」
の開催内容を取りまとめ、開催報告書としてご覧いただきます。本レ
ポートを通じて、当イベントへのご理解を深めていただければ幸いで
す。また同時に、2019年にはご出展のみなさま、ご来場のみなさま
にとってますます有意義なイベントとなるべくご指導を賜りますよう
お願いいたします。

かさねて出展社のみなさまならびに関係各位の多大なるご協力に感謝
申し上げます。

目次　　　　　　　　　　　　　　 １．はじめに　　　　　　　　 

● 2018イベントスポンサー　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  
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２．開催概要
● イベント概要

名称

ヒューマンキャピタル2018

名称

ラーニングイノベーション2018

テーマ
経営と人事と現場が一体となって会社を変える

働き方改革、第二章。
テーマ

社員一人ひとりのパフォーマンスを最大化する

「人づくり」新時代。

主催 日本経済新聞社、日経BP社 主催 日本経済新聞社、日経BP社

後援 経済産業省、総務省 共催 日本イーラーニングコンソシアム（eLC）
マイクロラーニングコンソシアム（mLC）

協賛
全国産業人能力開発団体連合会
グローバル人事塾
ピープルアナリティクス＆HRテクノロジー協会

後援

経済産業省、総務省
ICT CONNECT 21
e-Learning Initiative Japan(eIJ)
教育システム情報学会 (JSiSE)
デジタル教科書教材協議会 (DiTT)
日本オープンオンライン教育推進協議会（JMOOC）
日本教育情報化振興会 (JAPET&CEC)
日本電子出版協会

特設展
ワークスタイル変革SUMMIT 2018
HRテクノロジーEXPO 2018
健康経営EXPO 2018

会期 2018年 7月4日（水） - 6 日（金）　〔展示〕10:00-17:30　〔セミナー〕9:30-17:30

会場 東京国際フォーラム（東京・有楽町）ホールE

入場料 1,000円（税込） ※事前登録または招待券持参で無料

● 実施規模

出展社数 180社（ヒューマンキャピタル147社／ラーニングイノベーション33社）

小間数 322小間

セッション 139セッション（うちオープンシアター53セッション）／定員満席率105%

● 来場者数

7月 4日（水）曇り 7月5日（木）雨 7月6日（金）曇り 3日間合計

2018年 6,265名 5,811名 6,926名 19,002名

2017年 6,052名 6,650名 7,135名 19,837名



オープン
シアター ラーニング

イノベー
ション側
会場入口

ホール隣接
セミナー室

ヒューマン
キャピタル側
会場入口

ホール内特設
セミナー会場
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3．会場レイアウト



オープン
シアター ラーニング

イノベー
ション側
会場入口

ホール隣接
セミナー室

ヒューマン
キャピタル側
会場入口

ホール内特設
セミナー会場
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4．出展社一覧
教育・研修 136 ビジネスアンカー 健康経営EXPO

306 アスク出版 134 LIXIL住生活ソリューション 340 AGREE
307 アチーブメントHRソリューションズ 採用支援・採用管理 170 伊藤忠テクノソリューションズ
274 E-PROJECT 231 アイアンドディー 204 NSD
282 イントランスHRMソリューションズ 294 i-plug 167 M-aid
304 ウチダ人材開発センタ 257 アドバHRソリューションズ 208 おかん
290 エクスプローラーコンサルティング 314 イグナイトアイ 143 神奈川県・未病産業研究会
272 エンベックスエデュケーション 259 カケハシスカイソリューションズ 175 グッピーズ
288 キャリアネットワーク 100 キャリトレ（ビズリーチ） 145 経済産業省 ヘルスケア産業課
286 グローセンパートナー 397 ゼスト 182 365マーケット
261 慶應義塾大学 システム・マネジメント研究科 社会&ビジネスゲーム研究会 313 地方のミカタ 245 日建リース工業
291 経済産業省 産業人材政策室 260 DYM 177 日本電気
266 コ・イノベーション研究所 131 日経HR 209 日本健康経営
205 ゴルバス 296 ビズリーチ 173 日本産業カウンセラー協会東京支部
137 産業能率大学 総合研究所 313 ヒューマンセントリックス 310 ネスレ日本
269 芝大門塾 /東芝OAコンサルタント 200 ブルーエージェンシー 147 パソナ
233 人事の未来 293 モザイクワーク 178 ヒューマン・タッチ
262 遭遇設計 265 リアライブ 180 ファンケル
261 ソニーMESHプロジェクト 225 リクルートキャリア 179 ボディチューン・パートナーズ
284 ソフィア グローバル人材支援 183 VOYAGE
205 データエージェント 394 アイシーアイ 172 メンタルヘルス・マネジメント検定試験（大阪商工会議所）
280 日経ビジネススクール（日本経済新聞社） 396 エナジャイズ 英語・語学　※2展合同企画
140 日経BP社 367 Sapiens Sapiens 377 アシストマイクロ
132 日経BPマーケティング 393 JPCAREER（日本構造エンジニアリング） 378 GlobalEnglish
275 日本数学検定協会 391 ジャパン・スピーカー・ビューロー 157 コニカミノルタ
277 日本チームコーチング協会 292 パソナ グローバルサーチ事業部 359 goFLUENT
426 ネットラーニング ワークスタイル変革SUMMIT 362 コーリジャパン
279 HackCamp 341 HBLAB JAPAN 361 スパルタ英会話
＊ ビジネスコーチ 400 EDGE 380 VERSANT（日本経済新聞社）
264 ヒップスターゲート 334 NI コンサルティング 355 ビズメイツ
273 ヒューマングローバルコミュニケーションズ 347 大塚商会 ラーニングイノベーション
427 フェニックスコンサルティング 399 カルチャリア 295★ アイ・ラーニング
207 フライングカラーズ 339 キヤノンビズアテンダ 409 アルゴ
276 プロジェクトアドベンチャージャパン 401 クインテグラル 295★ InstaVR
261 マネジメント・カレッジ 338 Goodjob!（EVERRISE） 413 エスエイティーティー
423 リ・カレント 328 シスコシステムズ 263 ATD International Member Network Japan
285 リープ 345 Job-Hub 435 教育システム情報学会
＊ ウィルソン・ラーニング ワールドワイド 366 ストックマーク 410 KIYOラーニング
398 グローバル人事塾 337 スナックミー 430 熊本大学大学院教授システム学専攻
＊ フィールドマネージメント・ヒューマンリソース 327 総務省 433 グラブデザイン

人事・組織戦略コンサルティング 341 TMRGroup 438 サイコム・ブレインズ
392 コーン・フェリー・ヘイグループ 353 テンダ 430 サンライトヒューマンTDMC
＊ 翔栄クリエイト 401 トレノケート 416 ジェイ・キャスト
＊ 全国産業人能力開発団体連合会 402 ナスダックテクノロジー 295★ ジョイズ
300 トランストラクチャ 333 日本 IBM 434 ジンジャーアップ
270 日経BPコンサルティング 341 日本ベトナム ITビジネス推進協会 403 TIS
130 日経リサーチ 345 パソナテック 421 D2C
＊ 日本CHO協会 315 フィリップモリスジャパン 417 テクノカルチャー
301 フォワード 354 600 375 デジタル・ナレッジ 研修ソリューション事業部
270 みらいコンサルティング HRテクノロジーEXPO ＊ Dell EMC（デル）

人事 ICT・クラウド・ERP 195 アルカディア・イーエックス 383 トーマツイノベーション
325 エイ・アイ・エス 191 インフォテクノスコンサルティング 433 日本イーラーニングコンソシアム（eLC）
289 SBクリエイティブ 163 HRデータラボ 404 VERSION2
149 エムケイシステム 185 カオナビ 419 日立インフォメーションアカデミー
112 オービック 164 Geppo（ゲッポウ） 369 4COLORS
323 クロスヴィジョンインターナショナル 198 サバ・ソフトウェア 436 富士通ラーニングメディア
210 電通国際情報サービス 153 サムトータル・システムズ ＊ ブリタニカ・ジャパン
332 必博（BIPO） 197 システム計画研究所 432 プレセナ・ストラテジック・パートナーズ
148 BCN 191 T4C 418 プロシーズ
149 ビジネスネットコーポレーション 302 ネクストエデュケーションシンク 433 マイクロラーニングコンソシアム（mLC）
104 ラクラス ＊ ピープルアナリティクス＆HRテクノロジー協会 381 UMUテクノロジージャパン

総務・経理・ビジネスサポート 202 プラスアルファ・コンサルティング 411 レッドハット
142 NOCアウトソーシング＆コンサルティング ＊ MyRefer Company（パーソルキャリア） 428 レビックグローバル
135 オリーブ情報処理サービス 405 WARK

＊マークはセミナー開催のみの出展社です。★マークは「ラーニングイノベーション特別企画」1日のみの出展社です。
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5．会場風景
● 受付～会場入口

● 人事ICT・クラウド・ERPゾーン
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● 採用支援・採用管理ゾーン

● 教育・研修ゾーン

● ビジネスゲーム研修体験セッション　

● 総務・経理・ビジネスサポートゾーン ● グローバル人材支援ゾーン

● 人事・組織戦略コンサルティングゾーン
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● ワークスタイル変革SUMMITゾーン

● HRテクノロジー EXPOゾーン

● 健康経営EXPOゾーン

● 英語・語学ゾーン
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● ラーニングイノベーション 2018
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● 会場全景

● セミナー/シアター会場風景
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6.主な講演・セッション（ヒューマンキャピタル）
ヒューマンキャピタル2018 3日間の基調セッション

アクセンチュア
代表取締役 社長
江川 昌史 氏

( 左から )
経済産業省 商務・サービスグループ教育産業室長 
浅野 大介 氏／東洋大学経済学部 経済学科 教授 
滝澤 美帆 氏／デジタルハリウッド大学大学院 教
授 佐藤 昌宏 氏／※コーディネーター：日本経済 
新聞社 編集委員 中村 直文

働き方改革「Project PRIDE」の
進化～生産性向上から価値向上へ

［日経Smart Workプロジェクト特別セッション］
生産性UPで社会は変わるか

カゴメが目指す「働き方の改革」
と企業の持続的成長

カゴメ
代表取締役 社長
寺田 直行 氏

健康経営EXPO基調講演&特別セッション
企業成長と個人の生きがい
を両立する健康経営の未来

経済産業省
商務・サービスグループ
ヘルスケア産業課長
西川 和見 氏

～SCSK＆大京から学ぶ～
健康経営のリターンを最大化する
イメージアップ戦略

( 左から）
大京グループ経営企画部 広報・IR室室
長 塙 和久 氏／SCSK 広報部 広報課
長 杉岡 孝祐 氏／山野美容芸術短期大学 
特任教授 新井 卓二 氏

日経WOMAN特別セッション
「女性が活躍する会社」トップ3企業が実践する
女性活躍推進の取り組み

( 左から )
ジョンソン・エンド・ジョンソン 日本法人グループ 日本カスタマー＆ロジスティクスサー
ビス シニアディレクター 荒川 朋子 氏／住友生命 保険人事部 上席部長代理 ダイバー
シティ推進担当 小野寺 成子 氏／ JTB 執行役員働き方改革・ダイバーシティ推進担当 
髙﨑 邦子 氏／※モデレーター：日経BP社 日経WOMAN編集長 藤川 明日香

ヒューマンキャピタル2018 ステアリングコミッティ特別パネルディスカッション
「働き方改革、第二章」は社員良し、会社良し、社会（顧客）良し、の三方良しがキーワード

( 左から ) 味の素 常務執行役員 藤江 太郎 氏／ NI コンサルティング 代表取締役 長尾 一洋 氏／オリックス 執行役グループ 人
事・総務本部長 三上 康章 氏／コマツ 常務執行役員 浦野 邦子 氏／日本 IBM コラボレーション&タレントソリューション事業部 
Watson Talent 担当 河野 英太郎 氏／日本航空 執行役員 人財本部長 小田 卓也 氏／パソナテック取締役 Job-Hub事業部 /エクサウィザー
ズ 取締役 粟生 万琴 氏／※モデレーター：日経BP社 人事室長 小林 暢子
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ワークスタイル変革SUMMIT 基調講演&特別セッション

人材育成・組織戦略 特別セッション

2020年に向けたテレワーク国民運動
プロジェクト（テレワーク・デイズ） 多様なワークスタイルで企業力を向上、生きがいを実現する働き方の未来

総務省
総務大臣
野田 聖子 氏

(左から) 総務省 情報流通行政局 情報流通高度化推進室長 渋谷 闘志彦 氏／大塚商会 
広告宣伝部 次長 経済産業省 中小企業庁スマートSME研究会 研究委員 丸山 義夫 氏 
／シスコシステムズ 執行役員 マーケティング本部 本部長 鎌田 道子 氏／日本 IBM
技術理事 コラボレーション＆タレント・ソリューション事業部 行木 陽子 氏／ 
※モデレーター：日経BP社 ヒューマンキャピタル Online 編集長 原田 かおり

※講師の所属・肩書は2018年7月時点のものです。

［人事の未来・スペシャルトークショー］
『働き方改革の実現に向けて』激変する時代を勝ち抜く新時代の人事戦略 !!

( 左から )
経済産業省 産業人材政策室 室長補佐 藤岡 雅美 氏／
ONE+NATION Digital&Media 代表取締役CEO/Producer
松永エリック・匡史 氏／
P6 Partners ム―ギ―・キム 氏／
クロスリバー 代表取締役社長 越川 慎司 氏／
グロービス経営大学院 准教授 東洋大学講師 オペラ歌手（二期会）
武井 涼子 氏

［ピープルアナリティクス&HRテクノロジー協会特別セッション］
ピープルアナリティクスで変わる人事と人材活用

( 左から )
ピープルアナリティクス＆HRテクノロジー協会 副代表理事
加藤 茂博 氏／日立製作所 フェロー 矢野 和男 氏
／パーソルホールディングス グループ人事本部 タレントマネジメント部 
タレントマネジメント企画室 室長 山崎 涼子 氏
／アクセンチュア 人事部 マネジャー 佐藤 優介 氏

［日本CHO協会特別講演］
鶴巻温泉 元湯陣屋の旅館改革は何故成功したのか

( 左から )
陣屋 代表取締役 女将
宮﨑 知子 氏
グロービス マネジング・ディレクター 経営管理本部長
林 恭子 氏

［ビジネスゲーム特別セッション］
人材育成における体験型研修の新潮流

( 左から )
マネジメント・カレッジ 取締役執行役員 副社長 新井 崇志 氏
／ソニー MESHプロジェクトプロジェクトリーダー 萩原 丈博 氏／ 
遭遇設計 代表取締役 広瀬 眞之介 氏／
慶應義塾大学 大学院 システムデザイン・マネジメント研究科 
教授 中野 冠 氏
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7.主な講演・セッション（ラーニングイノベーション）
「ラーニングの未来」にフォーカスした3日間の基調パネルディスカッション
【AI ラーニング／学習のパーソナライズ化編】
能力と適性に合わせた学びで学習効率を上げる！～AI が加速するパーソナライズ学習の現在と未来～

【マイクロラーニング編】
新しいラーニングの手法が、学びと研修のカタチを変える～マイクロラーニングの現状と未来への展望～

【VRラーニング編】
VR（仮想現実）が学びを拡げる！～導入事例に学ぶ現在の潮流と未来の可能性～

（左から）モデレーター：日本イーラーニングコンソシアム 理事 人財ラボ 代表取締役 下山 博志 氏／
ジョイズ代表取締役 Founder & co-CEO 柿原 祥之 氏／
ニュートンジャパン 代表取締役 本間 達朗 氏／
教育システム情報学会 会長 日本イーラーニングコンソシアム 副会長 千葉工業大学 教授 仲林 清 氏

（左から）モデレーター：マイクロラーニングコンソシアム 代表理事 サイコム・ブレインズ 取締役CDO 川口 泰司 氏／
インフォテリア ネットサービス本部 副本部長 兼 ネットサービス本部 マーケティング部 部長 黒柳 開太郎 氏／
UMUテクノロジージャパン 代表取締役 松田 しゅう平 氏／
松屋フーズ 採用教育部教育研修 グループ チーフマネジャー 富澤 秀樹 氏

（左から）モデレーター：デジタル・ナレッジ 代表取締役 COO 吉田 自由児 氏／
InstaVR 代表取締役社長 芳賀 洋行 氏／
積木製作 取締役 マネージャー 赤崎 信也 氏／
東芝デジタルソリューションズ インダストリアルソリューション事業部 電力＆次世代EAMソリューション技術部
参事 星川 俊則 氏

国内外の教育・研修業界で話題の
「マイクロラーニング」。実際の業務に
即した短い動画教材で、必要に応じて
短時間で学習する学びのスタイル変革
が、生産性UP、実務能力向上に顕著な
成果を上げている事例を紹介。マイク
ロラーニングの最前線と今後の展望に
ついて議論しました。

AI やビックデータなどのテクノロジー
活用により、個々人の異なる能力や適
性、習熟度に合わせて学びを最適化す
る「学習のパーソナライズ化」が加速
する中、AI を活用した学びの未来につ
いて、最新ツールや海外事例を交えて
議論しました。

ゲーム分野にとどまらず、安全管理、
接客、実地訓練などのトレーニング・
業務支援用で活用領域が広がるVR。
「知識」とは異なる「経験による学び」
が持つ特長と効果について、数多くの
導入実績を持つベンダー企業が事例を
交えて議論しました。
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ラーニングイノベーション特別セッション
「学び方」を学ぶ～
「おとな」になるための
インストラクショナルデザイン～

営業成績が優秀な社員の
コンピテンシーを人材育成に
生かす

働き方改革におけるジョブカードや
テクノロジー等の可能性

※講師の所属・肩書は2018年7月時点のものです。

熊本大学 教授システム学研究センター長 
・教授 熊本大学大学院 教授システム学
専攻長 鈴木 克明 氏

大塚製薬
医薬営業本部 学術部教育企画室
入道 史子 氏

（左から）働き方改革研究センター セン
ター長・明治学院大学 学長特別補佐（戦
略担当）伊藤 健二 氏／厚生労働省 人
材開発統括官付 キャリア形成支援室長 
松瀬 貴裕 氏

「ラーニングの未来」特別企画シアター&展示コーナー

「ラーニングイノベーショングランプリ2018」

人材育成の可能性を広げるテクノロジーの活用事例として、AIラーニング、VRラーニング、マイクロラーニングの3分野に着目し、
日替わりの特別企画シアター＆展示を実施しました。

高等教育機関の研究室を対象に、革新的な学習・教育方法やスタイルを発掘・表彰する「ラーニングイノベーショングランプリ
2018」（マイクロラーニングコンソシアム主催）。1次審査、2次審査を通過した5チームが参加し、「ラーニングイノベーション
2018」1日目（7/4）に最終公開審査を実施。最優秀賞および各賞を発表しました。

■最優秀ラーニングイノベーション賞（ジンジャーアップ賞）
・早稲田大学： 松居辰則研究室
「機械学習を用いた生体情報からの学習者の心的状態のリアルタイム推定と学習支援の試み」

■優秀ラーニングイノベーション賞
・大阪府立大学： CEWill ( シウィル )
「第二言語コミュニケーション意欲が高まるように、やさしく励ますアニメーションエージェント」

・熊本大学： bontechi
「初めて仏教学を学ぶ学習者向け学習支援環境の開発：デジタル素材とボットを活用して」

■最終審査参加
・香川大学： Embodied Technology
「目で聴くオーケストラ」

・神奈川工科大学： KAIT ‒ Innovative English Learning
「国や地域ごとの発音英語を活用したグローバル英語リスニング
学習支援システムの実現」

ジョイズ InstaVR アイ・ラーニング サイコム・ブレインズ

グランプリ詳細は公式サイトでご覧ください
http://ligp.gingerapp.co.jp/
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51％が導入決定・導入計画に直接関与
32％が経営者/役員、本部長/部長以上のポジション

人材関連サービスに関わる立場

人材 /教育研修関連サービスを販売 /
提供する立場として

24.1％

人材 /教育研修関連サービスを
利用する立場として

75.9％

◎ベンダー事業内容

その他 25.3%

健康管理 /メンタルヘルスケア/
ストレスチェック 1.3%

情報システム 20%

アウトソーシング/
ビジネスサポート2.7%

人材派遣 /
人材紹介1.3%

人事・組織戦略
コンサルティング
9.3%

教育・研修 /
e ラーニング/
人材育成・
開発の企画立案
38.7%

■業種

その他5.1%

銀行 /証券 /保険 /
その他金融7.2%

病院 /医療機関1.7%

印刷 /出版 /放送 /広告3.8%

官公庁 /公共機関 /団体0.4%

運輸3.4%

商社 /卸・小売業14.4%

高等学校・大学・専門学校1.7%

情報 /通信 /SI
17.4%

サービス業12.3%

建設 /不動産5.1%

製造業25.4%

■勤務先の従業員数

非会社組織1.6%
無回答1.3%

1万人以上13.2%

5000～ 9999人
7.7%

3000～ 4999人
7.1%

1000～ 2999人
17%

500～ 999人
11.9%

100～ 499人
22.2%

50～ 99人 5.1%

50人未満12.9%

■職種
その他10%

無職 1.3%

教育・学校関係6.1%
生産 /製造0.3%

研究 /開発 /設計
6.4%

営業 /販売7.7%

企画 /調査
11.6%
情報システム8.4%

経理 /財務1.3%
総務5.1%

人事28.9%

経営 /社業全般
12.9%

◎人事 /総務とお答えの方の業務内容

オフィス関連2.8%

人事評価・報酬制度関連
0.9％

福利厚生2.8%

給与計算・支払い
8.5%

その他7.5%

人材育成、教育・
研修・eラーニング 31.1%

採用10.4% 人事全般35.8%

■役職

その他4.5%

無回答2.3%

一般社員 /職員
26.7%

係長 /主任クラス
14.5％ 課長クラス19.3％

本部長・部長クラス
19.9%

経営者 /役員クラス
12.9％

■人材関連サービスを導入する際の立場

その他16.9%

導入の計画を
実行する立場4.7%

導入のための
情報を収集する立場
27.1%

導入のための
計画を立案する立場
41.1%

導入を決定する立場
10.2%

採用支援 1.3％

コンサル/会計/法律関連 2.1％

8.来場者アンケート
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ワークスタイル変革、教育・研修、新しい人財活用手法に高い関心
来場者はセミナーと展示で新しいソリューションを積極的に探しています

来場者アンケート調査

調査方法：日経BPコンサルティングのインターネット調査システム（AIDA）上で回答を収集 
調査対象：「ヒューマンキャピタル／ラーニングイノベーション2018」の事前登録者、来場者に回答を依頼
調査期間：2018年 7月11日（水）～7月23日（月）
有効回答数：311件 
調査実施：日経BPコンサルティング

0 10 20 30 40 50 0 10 20 30 40 50

0 10 20 30 40 50 60

40.8%

55.9%

46.9%

34.7%

28%

19.9%

13.2%

10.9%

5.1%

0.6%

0.3%

19%
21.5%

35.4%

17.4%
17.4%
17%
17%

5.5%

3.9%
1.3%
1%

16.1%
13.8%

5.1%

13.2%
10.6%
9.6%

6.4%
6.1%

9.3%

長時間労働対策 /退職・離職防止
マネジメント育成 /キャリア開発

マイクロラーニング/動画マニュアル
人事評価 /制度設計

人事 ICT/ クラウド /ERP

アウトソーシング
採用支援 /採用管理

総務 /経理
英語・語学

その他
無回答

グローバル人材（採用・育成）

人事・組織戦略コンサルティング
学習デザイン/パフォーマンス分析

HRテクノロジー /タレントマネジメント
ダイバーシティ /インクルージョン

エンゲージメント /働きがい
健康経営 /メンタルヘルス /健康サポート

ワークスタイル変革（テレワーク・・ICTツール・オフィス環境）
教育 /研修 /eラーニング

人材紹介 /人材派遣 /クラウドソーシング
社会保険 /労務

7.4%

■来場目的（MA）

■役に立った、関心の高い展示分野（MA） ■今後、充実を望む展示分野（MA）

セミナー、シアターに参加するため

製品 /サービスなど最新動向の情報収集

導入、購入を計画・立案するための情報収集

出展企業への具体的質問・商談

競合他社の情報収集

無回答

その他

関心のある展示テーマイベント/パビリオンがあるから

導入、購入候補の比較検討

関心のある製品 /サービスがあるから

無回答1%
来場したいとは思わない1.3%
あまり来場したくない0.6%

どちらともいえない
16.4% ぜひ来場したい

29.6%

できれば来場したい
51.1%

■次回来場意向について

マネジメント育成 /キャリア開発

マイクロラーニング/動画マニュアル
人事 ICT/ クラウド /ERP

人事評価 /制度設計

学習デザイン /パフォーマンス分析
アウトソーシング

グローバル人材（採用・育成）

英語・語学
社会保険 /労務

人材紹介 /人材派遣 /クラウドソーシング
その他

採用支援 /採用管理

エンゲージメント /働きがい
人事・組織戦略コンサルティング

ダイバーシティ /インクルージョン
長時間労働対策 /退職・離職防止

HRテクノロジー /タレントマネジメント
健康経営 /メンタルヘルス /健康サポート

教育 /研修 /e- ラーニング
ワークスタイル変革（テレワーク・ICTツール・オフィス環境）

総務 /経理

無回答

27.7%
32.2%

12.5%
13.5%

12.5%

9.6%
8%

5.8%
5.8%
4.5%

1.6%
1.6%

9.6%

15.1%
14.5%

19.6%
19.6%
21.2%
22.2%
23.2%

36%

7.4%

■セミナー受講本数

1～2本39.9%

受講していない
26%

■展示会満足度

とても不満1% 無回答0.3%

やや不満6.4%

どちらともいえない
19.6%

まあ満足62.4%

とても満足10.3%

無回答 1.9%

10本以上 1.6%

6～ 9本 3.5%

3～ 5本
27%
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出展社アンケート調査

調査方法： 展示会最終日～会期後に出展社が記入したアンケート調査票を回収
回 収 数：141社
調査期間： 2018年 7月4日（金）～7月20日（金）
調査実施：日経BP社

普通48.9%

やや高い
31.2%

高い6.4%
やや劣る11.3%

劣る1.4%
無回答0.7%

■出展目的（MA）

新規顧客の開拓

企業PR

製品・サービス・ソリューションのPRや商談

見込み客に対するアプローチ

提携企業・パートナー企業の開拓、販路の拡大

既存顧客・取引先のフォロー

新製品・新サービスの発表

グループ企業、提携企業との関係強化

その他

92.2%

39.7%

38.3%

27%

17.7%

9.9%

8.5%

3.5%

1.4%

■出展目的に対しての成果

■次回出展について

■出展理由（MA）

■来場者の質

51.8%

39.7%

39.0%

29.1%

29.1%
29.1%

24.1%

21.3%

2.1%

1.4%

14.2%

7.1%

5.0%

9.2%

5.0%

4.3%

組織・人材の専門展というコンセプト

都心での開催だから

来場者の質

来場者の数

展示会の規模

集客が期待できそうだったから

開催時期がよかったから

日経BP社主催の展示会だから

パッケージブースで出展がしやすかったから

展示会告知などの露出量が多いから

自社主催イベント・セミナーを開催したいが無理だから

その他

過去の出展効果が高かったから

出展する新製品・新サービスのタイミングと合っていたから

自社主催イベント・セミナーよりも効果が上がると思ったから

出展者の顔ぶれがよいから、競合他社が出展しているから

ある程度成果が
上がった
37.6%

まだわからない
10.6%

どちらともいえない
29.8%

あまり成果が
上がらなかった

9.9%

成果が上がった7.1%

全く成果が
上がらなかった

4.3%

無回答0.7%

現段階では
どちらともいえない

36.2% 前向きに検討したい
30.5%

規模は未定だが
出展したい
19.9%

たぶん出展しない5.7%

小間数を
増やして出展したい
2.1%

出展するつもりはない
1.4%

無回答4.3%

組織・人材の専門展としての来場者の質の高さに高評価
45％が展示会場で出展の成果を実感

9.出展社アンケート
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10.広報・プロモーション活動
●イベント公式ウェブサイト＆関連サイト
4月中旬～会期までオンラインでのプロモーションを継続展開。公式サイト誘導のための eDM総配信数は300万通以上。

●招待ダイレクトメール＆雑誌・新聞広告
過去来場者をはじめ日経 IDユーザーから抽出した来場対象者向けに約20万通の招待DMを郵送。
「日経ビジネス」をはじめとする関連媒体への広告掲載・同封チラシ、日経新聞本紙への5段広告など、大規模な告知活動を展開。

●「日経ビジネス」に関連記事掲載
人材分野の有識者、組織・人事改革に取り組む企業の人事
責任者、関連サービスベンダーからなる「ステアリングコ
ミッティ」を組織し、イベント前に座談会を実施。その模
様を「日経ビジネス」本誌にイベント告知を兼ねて掲載し
ました。

●来場特典
展示会来場者向けに豪華プレゼントが当たる
抽選会を開催。

公式ウェブサイト

社員良し、会社良し、社会良し「三方良し」の働き方改革とは？

日本IBMではどんな取り組みを行って
いるのでしょうか？
河野　IBMはシステムエンジニア主体の
会社なので、元々お客様先に直行し、自宅
に直帰するのが当たり前でした。90年代
から在宅勤務がある前提で業務が構築
されており、今、その知見を活かしてお客様
先へリモートワークの導入サポートも行って
います。自分たちを実験材料にしてお客様
にイノベーションを提供しています。
　ワトソンについてはRPA（ロボティック・
プロセス・オートメーション）をはじめと
する製品・サービスと絡めて業務効率化に
活用し、それをお客様に提供することで、
グローバルでも規模の大きなビジネスに
なってきています。
̶̶ NIコンサルティングは中堅中小企業
を中心に、ITを活用した働き方改革を支援
しています。
長尾　中堅中小が働き方改革で労働
時間を削減しようと勤怠管理システムを
入れたりすると、残業代をフルに払ってい
ないといった問題が明らかになることが
あります。パンドラの箱が開いてしまい、
解決のためのコストアップが先に来るの
です。そうなると経営者は二の足を踏ん

でしまう。だからこそITやAIなどを使って
業務改善を行ってコストダウンを実現し、
労働時間の削減につなげましょうと提案
しています。
̶̶ 多様性への対応という点では女性
の活躍で有名なパソナグループのパソナ
テックはいかがですか。今や人材派遣
事業にとどまらず新規事業をどんどん
立ち上げているそうですね。
粟生　私はエンジニア出身なのですが、
20代の頃、エンジニアの働き方で結婚
出産を乗り切れるか不安に感じパソナ
テックに転職。ここ10年は新規事業立ち
上げに携わっており、5年前に人と仕事を
インターネットを通じてマッチングする
「Job-Hub」というクラウドソーシング
サービスを立ち上げました。多様な働き方
を支援できるものを目指し、現在は大手
企業中心に副業や兼業のプラットフォーム
として使っていただいています。
　私自身は2年前にAIのベンチャー企業
の経営に参画しました。その会社とパソナ
テック両社の取締役を兼業しつつ、夫と
子供がいる名古屋と東京を行き来する
マルチワークスタイルをとっています。
働き方や生活スタイルは大きく変容して
いますが、ずっと働き続けられているのは
テクノロジーのおかげですね。
一條　各社のお話から「自社らしさ」を
出すにはどの様な改革が必要かという
視点も改革を永続させる上で欠かせない
と感じました。「話題になっているからやっ
てみる」のではなく、自社の戦略に働き方
改革をビルドインすることが重要です。
　
「管理」から「選択」へ
主権は社員に

̶̶　働き方改革によってマネジメント
の在り方も変わってくるのでしょうか。

藤江　意思決定のプロセスも変えない
といけない。味の素でも「根回しばかり
やり、結局、経営会議でひっくり返って何
も決まらないようなことはやめよう」と
言っています。経営会議をペーパーレス
にしたことで、資料の「てにをは」が違う
から作り直して差し替えるようなことも
なくなりました。役員の働き方改革にも
つながるでしょう。
河野　紙の資料が配布されると役員も
その場に絶対にいないといけない気に
なりますが、ペーパーレスなら世界中どこ
にいても同じように会議に参加できます
よね。役員の働き方改革にもつながる
でしょう。
長尾　中堅中小企業では、営業日報を
電子化することに抵抗する経営層もい
ますからね。「文字の勢いが見たいから」
と（笑）。それが本当に重要なのかと。ただ、
スマホが普及したここ10年くらいで抵抗
感はだいぶ薄らぎました。小回りの利く
ITツールの活用で外にいても取り回しが
良くなり、経営者の意識も徐々に変わっ
てきています。
藤江　日本企業の最大の弱みに「整理力」
があると思うんです。いるものといらない

ものを分け、合理的に考えたらいらないも
のを捨てる力が極端に足りない。
小田　本年はテレワークの利用者が急増
しています。若い世代はもちろんですが、
40～50歳代の社員も介護などのために
大いに活用している。自分の働き方を
見つめ直し、そのうえで成果を出そうと
トライしています。
　そこで必要になるのが、部下が職場に
いなくてもマネジメントできる上司の能力
です。画一的なルールに基づいて「管理」
するのではなく、一人ひとりが選択した
働き方に併せて支援していくことが求め
られます。ダイバーシティの重要性は以前
から認識されていましたが、働き方改革
が進むことで本質的な議論ができるよう
になったと感じています。
三上　当社は所定労働時間を7時間に
短縮し退社時間を午後5時20分から5時
に切り上げたことで、これまで時短勤務を
していた社員が「5時20分ではダメだが
5時なら保育園のお迎えに間に合う」と
いった理由でフルタイム勤務に戻った例も
あります。社員自身が自分の働き方を
主体的に選択することで、仕事への意欲
が向上しているのです。

粟生　働き方の自由度は今後、職業選択
を左右するポイントにもなるかもしれま
せん。AIのベンチャーを立ち上げて驚いて
いるのは、大企業出身の研究者たちが、
私どものようなまだ無名のベンチャーに
続々と転職してくれていることです。その
理由の一つは、大企業の中ではやりたい
研究が存分にできないということ。そして
もう一つは「イクメン」なんです。大企業
には確かに制度はあるけれども、上司や
周囲の人でそれを活用して育児に参加
している例をなかなか見ない。その点、
ベンチャーなら本当の裁量労働で、成果
を出せばいいため、育児にもきちんと参加
できると。特に30歳前後の男性でその
傾向が強いですね。
小田　働き方に合わせて評価制度を変え
ることも重要です。弊社では破綻後、
MBO（目標管理）型の評価制度を取り
入れましたが、課題も出てきました。例えば
需要が好調であると営業業績はプラスに
なりますが、その結果の数字だけで本当
に個人を正しく評価できているのかと。
数字が悪くてもすごく努力していたり、
またどれだけ時間をかけてその結果を
得たのかなど、目標に向けてどんな行動
をしたかを評価するコンバイン方式の
ような評価制度を一部取り入れました。
会社として社員の何を評価するのかと

いうメッセージを出すことは、大変重要だ
と思います。
河野　IBMでもデジタルネイティブ世代
への対応については、ミレニアル担当の
部署を人事部内に置き、昇進や昇給が
必ずしも働く動機にならない人たちに
いかに活躍してもらうか、仕組みを作って
います。こうした課題にもワトソンを活用
できるのではないかと思います。
一條　今日の議論から、働き方改革とは
「自分たちはどういう企業になりたいのか」
という企業としてのあり方を本質的に
問うものだと改めて感じました。そう考え
ると、これはまさしくCEOアジェンダなん
ですよね。経営トップのリーダーシップが
求められます。
　1990年後半から日本はずっと迷走し
てきた。欧米に倣って株主へのリターンを
最重要視したときもありましたが、それ
よりも皆がハッピーになる働き方こそが
日本企業の強みになるのではないか。
働き方改革は新しい日本企業の在り方を
示しているのかもしれません。
̶̶　様々な視点からのご意見、ありが
とうございました。7月4日にヒューマン
キャピタル2018の中で開催される「ステア
リングコミッティ 特別ディスカッション」の
場で、さらに議論を深めていただきたい
と思います。

「ステアリングコミッティ 特別ディスカッション」を開催します

2018年7月4日(水) １４:１0～１５:４0
東京国際フォーラム ホールＥ（展示会場）内セミナー会場A

http://expo.nikkeibp.co.jp/hc/
受講申し込みはこちらから

ステアリングコミッティ

パソナテック 
取締役 Job-Hub事業部
エクサウィザーズ 取締役
粟生 万琴 氏

日本IBM
コラボレーション&
タレントソリューション事業部 
Watson Talent 担当　　
河野 英太郎 氏

NIコンサルティング
代表取締役
長尾 一洋 氏

　
鍵は「多様性」「IT活用」
「デジタルネイティブ」

̶̶  働き方改革が進む一方で、社員には
手取り収入が減ったり、持ち帰り残業が
増えたりといったマイナス面も見受けられ
ます。今、求められているのは、まず社員が
その成果を得られ、一方で企業も生産性
向上の果実を獲得し、そして顧客・社会も
その結果としてサービス・製品の品質向上を
享受できる、いわば「三方良し」の働き方改革
ではないでしょうか？　先進的な取り組み
をされている企業の皆様と議論し、ベスト
プラクティスを共有できればと思います。

一條　社員・企業・社会の「三方良し」が
実現できる働き方改革を目指す上で、まず
重要になるのが「多様性」です。働く人に
も世の中にもいろいろな価値観がある。
異なる意見を排除することなく、うまく包み
込みながら社員・企業・社会のシナジーを
生み出さなくてはなりません。
　次に「デジタルトランスフォーメーション」。
企業がデジタルテクノロジーを使ってビジ
ネスモデルや業務プロセス、組織の大改革
を行うと、当然、働き方も変わる。これに
対応できないと会社そのものもなくなって
しまうという健全な危機感が求められます。
　そしてもう一つが「デジタルネイティブ

世代への対応」です。この世代の人たちが、
企業の社員にも、お客様にもなってきてい
ます。その際、従来エクセレントカンパニー
といわれてきた企業が、彼らには古臭く、
全く魅力的ではなくなるということが
現実に起きつつあります。彼らにとって
魅力的な会社にどう生まれ変わるかも
課題です。
　日本人は、効率的な仕組みを作ることは
得意で、それを確実に実行するヒューマン

リソースも豊富ですが、こと労働生産性
に関しては世界的に見て低い。その原因
は従来の「働き方」の中に潜んでいて、
それを今、変えていかないと、日本企業
そのものが世界から劣後してしまいます。
その様な危機感を持ちつつ、未来に向けて
どんな展開が必要か議論し、広く世の中
に問題提起できればと思います。
　
働きがいと生産性を
いかに両立させるか

̶̶ 味の素、オリックス、日本航空の働き
方改革ではどのように「三方良し」を目指
していますか。
藤江　味の素グループでは、「確かな
グローバルスペシャリティカンパニーに
向けて」をキーワードに、多様な人材が活躍
することでグローバル食品企業トップ10
クラスに入ることを目標に掲げています。
それにふさわしい生産性の高い働き方を、
働きがいとの両立を図りつつ実現するの
が働き方改革の目的です。まずは時間を
意識しようと、昨年4月から1日の労働
時間を20分短縮し7時間15分に。その際、
一律1万円のベースアップも行っている
ので、従業員は実入りを減らさずに生産性

向上に取り組めています。2020年まで
には7時間労働を目指します。
　一方で働きがいに関しては社内エン
ゲージメント・サーベイの結果、好意的
回答スコアが79％になり、目標値の80％
に到達しつつあります。今後はこうした
取り組みをグループ全体に波及させて
いきます。
三上　オリックスはもともと中途人材を
積極採用してきた上、早くから女性の活躍
を進めてきたことから、現在、「プロパーと
中途」「男女」の比率ともに６対４。さらに
事業が多岐に渡ることから、本当に多様
な人材が働いています。社員それぞれに
いかに働きがいを感じてもらうかが働き方
改革を推進する上での命題です。
　2017年は社内の職場改革プロジェクト
で発案された80案のうち、51案を実行。
結果、有給休暇取得率は前年比9.4％増の
79.4％、残業時間も前年比15％（所定時間
短縮込では33％）削減を達成しました。
リフレッシュ休暇を取得すると一律5万円
を支給する制度も導入。希望部署で1週間
就業体験できる「社内インターシップ
制度」も新設し、44名が参加しました。
小田　日本航空は2010年の経営破綻

以降、社員の物心両面の幸福を追求し、
お客様に最高のサービスを提供するという
企業理念を掲げています。破綻直後は深夜
に及ぶ残業もありましたが、2015年から
働き方改革に全社的に取り組み、第一
ステップでインフラ整備、第二ステップで
業務プロセス改革・オフィス改革を行い、
今は意思決定のスピードアップや新たな
価値の創造といった第三ステップの
フェーズです。
　年次有給休暇の取得率は2015年度
に73％だったのが2017年度は90％に
上がり、時間外労働時間も2016年度
の12.1時間から2017年度は7.8時間に
減りました。ただ弊社の場合、代表取締役
社長のコミットメントはあるものの、その
改革の方法は全社一律ではなく部門トップ
の責任で個別に取り組みを進めている
ため、部門間で差があるのが課題です。
　
働き方改革でも
テクノロジーがコアになる

̶̶ 一條先生のご指摘にもある通り、
働き方改革にはデジタルトランスフォー
メーションが大きく貢献します。AIプラット
フォームの「Watson（ワトソン）」を有する

社員良し、会社良し、社会良し
「三方良し」の
働き方改革とは？

ステアリングコミッティ

企業の人事・組織戦略・人材関連サービスのための専門イベント「ヒューマンキャピタル2018」が、7月4日から6日まで、東京
国際フォーラムで開催される。これにあわせて、日経BP社ではステアリングコミッティ（運営委員会）を設置。イベントに先立っ
て行われた会合において、一橋ビジネススクール 国際企業戦略専攻長の一條和生教授を中心に各委員が、今、真に求められ
ている働き方改革の姿や、その実現に向けた課題や取り組みについて活発な意見交換を行った。その模様をレポートする。

ヒューマンキャピタル2018 ステアリングコミッティ
● 一橋ビジネススクール　国際企業戦略専攻長 教授　一條 和生 氏

● 味の素　常務執行役員　藤江 太郎 氏
● オリックス　執行役 グループ人事・総務本部長　三上 康章 氏
● 日本航空　執行役員 人財本部長　小田 卓也 氏
● 日本IBM　コラボレーション&タレントソリューション事業部
　　　　　　Watson Talent 担当　河野 英太郎 氏
● NIコンサルティング　代表取締役　長尾 一洋 氏
● パソナテック　取締役 Job-Hub事業部
　　　　　　　エクサウィザーズ 取締役　粟生 万琴 氏

代　表

委　員

味の素
常務執行役員
藤江 太郎 氏

日本航空
執行役員
人財本部長
小田 卓也 氏

オリックス
執行役
グループ人事・総務本部長
三上 康章 氏

ステアリングコミッティ代表

一橋ビジネススクール
国際企業戦略専攻長　
教授
一條 和生 氏

「日経ビジネス」同梱DM 雑誌1P広告 日本経済新聞本紙 5段広告（7/3朝刊）

「働き方改革  第二章」経営と人事と現場が一体となって会社を変える

2018年7月4日（水）▶6日（金） 
│展示会│10：00 - 17：30   │セミナー│9：30-17：30
│会 場│東京国際フォーラム（東京・有楽町）
│主 催│日本経済新聞社  日経BP社
│入場料│1000円（税込）  《 公式サイトから事前登録で無料 》

 

カゴメ
代表取締役社長
寺田 直行 氏

7月 4日

熊本大学 教授システム学研究センター
センター長・教授
熊本大学大学院
教授システム学 専攻長
鈴木 克明 氏

明日から
開催

ヒューマンキャピタル 
基調講演

アクセンチュア
代表取締役社長
江川 昌史 氏

7月 5日
ヒューマンキャピタル 
基調講演

経済産業省
商務・サービスグループ
教育産業室長
浅野 大介 氏

日経Smart Workプロジェクト特別セッション

東洋大学
経済学部 経済学科 教授
滝澤 美帆 氏

デジタルハリウッド大学大学院
教授
佐藤 昌宏 氏

7月 6日

総務省
総務大臣
野田 聖子 氏

7月 6日
ワークスタイル変革SUMMIT
基調講演

厚生労働省
人材開発統括官付
キャリア形成支援室長
松瀬 貴裕 氏

働き方改革研究センター
センター長／
明治学院大学
学長特別補佐（戦略担当）
伊藤 健二 氏

7月 5日 7月 5日
ラーニングイノベーション 
特別講演

ラーニングイノベーション 
特別講演

 http://expo.nikkeibp.co.jp/ li /ラーニングイノベーション2018
入場事前登録・最新情報は http://expo.nikkeibp.co.jp/hc/ヒューマンキャピタル2018

入場事前登録・最新情報は

会社が抱える課題解決に結びつく成功事例、改革への提言など多様な人材
が多様なかたちで活躍し、企業が高い生産性と競争力を維持する社会の実
現に役立つナレッジ ＆ ソリューションを発信します。

出展社一覧ページ 日経イベント&セミナー（日経イベント紹介サイト）



お問い合わせ先
日経BP社 ヒューマンキャピタル/ラーニングイノベーション事務局
TEL：03-6811-8084　　　E-mail　human@nikkeibp.co.jp

次回開催案内

ヒューマンキャピタル2019／ラーニングイノベーション2019
【会期】2019 年 5月29日（水）～31日（金）
【会場】東京国際フォーラム （東京・有楽町）ホール E

【出展申込スケジュール】
早期申込締切日：2018 年10月30日（火）
出展申込締切日：2019 年 2月28日（木）
出展社説明会：2019 年 3月中旬予定

下記、公式ウェブサイトよりお申し込みください
http://expo.nikkeibp.co.jp/hc/
http://expo.nikkeibp.co.jp/li/

企業の経営層、人事・総務のマネジメント層、
営業、情報システム、教育研修部門のキーパーソンなど

約20,000人が来場予定。


